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住宅宿泊事業届出手続きの流れ  

広島市内の住宅で事業を実施するためには、住宅ごと※に広島市長へ届出を行わなければなりません。届出を行  

う場合、手続きの流れは以下のとおりです。  

※共同住宅の場合、１部屋ごとに届出が必要となります。  

 

 

 

 

 

 

項目  説明  

①事前相談  事業を円滑に開始するため、具体的な事業の計画について、図面をお持ちになり、広島市保  

健所環境衛生課で事前相談を行ってください。  

事前相談がなく、届出が行われた場合は、届出内容の審査に時間を要します。  

 

【対象となる家屋】  

 住宅宿泊事業に基づく届出住宅は次のいずれかに該当する家屋となります。  

 （法 2 条、国厚規 1、2 条、国のガイドライン 1-1）  

１．現に人の生活の本拠として使用されている家屋  

２．入居者の募集が行われている家屋  

  ３．随時その所有者、賃借人または転借人の居住の用に供されている家屋  

 また、以下の４つの設備が届出住宅に設けられている必要があります。  

        ○台所  ○浴室  ○便所  ○洗面設備  

 

【宿泊者の安全の確保】（法 6 条、国規 1 条、告示、国のガイドライン 2-2）  

 届出住宅に非常用照明器具の設置、避難経路の表示など、火災等が発生した場合における宿

泊者の安全の確保を図るため、必要な措置を講じなければなりません。  

 

【住宅宿泊管理業務の委託】（法 11 条、国厚規 9 条、国のガイドライン 2-2(7)）  

次の１または２に該当するときは、住宅宿泊管理業務を国土交通大臣の登録を受けた住宅宿

泊管理業者に委託しなければなりません。→必要書類 12 を届出時に添付してください。  

★  委託を要する場合（１または２に該当）  

１．届出住宅の居室数が５を超えるとき  

２．人を宿泊させる間、不在※（日常生活上、通常行われる行為に要する時間の範囲内の

不在を除く。）となるとき  

★  委託を要しない場合（１と２のいずれにも該当）  

１．事業者の住宅と届出住宅が、同一建物内、同一敷地内、または隣接しているとき  

２．事業者が管理を行う届出住宅の居室数が５以下のとき  

※補足   

事業者が住宅宿泊管理業者である場合において、自ら住宅宿泊管理業務を行う場合も委

託は不要です。   

※不在の考え方について  

住宅宿泊事業者ではない他者が届出住宅に居たとしても、住宅宿泊事業者自身が不在として

いる場合は「不在」として取り扱われることとなります。例えば、住宅宿泊事業者の家族のみ

が届出住宅にいる場合や、住宅宿泊事業者が法人である場合は、従業員が届出住宅にいるかど

うかに関わらず、委託義務の対象となります。（国のガイドライン 2-2(7)） 

②周辺住民へ事

前説明  

近隣トラブルを防止するため、事前に周辺住民に対し、事業を実施することを説明しましょ  

う（国のガイドライン 2-1）。  

 また、分譲マンションなどでは、事業が禁止されていないことを明記したマンション管理規  

約の写し、または、事業を禁止する意思がないことを管理組合に確認した旨を証する書類が必  

要ですので、管理組合にご確認ください。  

→必要書類 11 を届出時に添付してください。  
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③消防署予防課

へ事前相談  

届出住宅でも、消防法令の規制（自動火災報知設備など消防用設備等の設置、防火管理者の

選任、火気器具の取扱い、避難経路の表示など）が適用されるため、事前に所轄消防署にご相

談ください。  

また、事業の届出時の必要書類として、消防法令適合通知書（必要書類 13）が必要となり

ますので、併せて、消防署で消防法令適合通知書の交付手続きを行ってください。  

④届出住宅の安

全措置の確認  

届出住宅の図面を準備し、「住宅宿泊事業法第 6 条で求められる安全措置に関する説明書等

について（以下、「説明書」という。）」を参考に、「住宅宿泊事業法第６条に基づく宿泊者の安

全の確保を図るために必要な措置  説明書」及び「チェック表Ａ（またはＢ）」により届出住宅

の安全措置の確認をしてください。  

（注意）「詳細チェック表Ａ（またはＢ）」での確認が必要な場合は、建築士等と相談の後、

各区役所建築課へ相談してください。相談後、建築課から上記説明書（建築課の受付印入り）

を受け取り、⑥届出書類の提出の際に添付してください。  

⑤民泊制度運営

システムへ登録  

届出は原則として、民泊制度運営システムにより行います。受付前に事前に民泊ポータルサ

イト※の民泊制度運営システムログイン画面で登録をお願いします。  

※民泊ポータルサイト（HP）  https://www.mlit.go.jp/kankocho/minpaku/ 

上記システムの利用が難しい場合は事前にご相談ください。  

⑥届出書類の提

出（受付）  

届出方法は以下の３種類です。  

届出方法  説明  

１電子申請・届出  申請・届出書の作成及び添付書類も含めた必要書類の提出について、全

て民泊制度運営システムを介して行う方法  

※一部、本方式を利用できない手続があります。  

※電子署名・電子証明書又は身分証明書（注意★）が必要になります。  

２電子申請・届出  

（一部書類別提

出）  

申請・届出書の作成及び添付書類も含めた主な必要書類の提出は民泊制

度運営システムを介して行い、一部の書類については紙媒体により別途

窓口に提出する方法  

※電子署名・電子証明書又は身分証明書（注意★）が必要になります。  

３届出書類作成

のみ  

申請・届出書の作成を本システムで行い、書類は紙媒体により全て窓口

に提出する方法  

⇒本人確認書類として、身分証明書（写しでも可）をご提出ください。  

（注意★）１及び２の方法で申請される場合は、身分証明書をシステム上の「その他添付資

料」欄にアップロードしてください。なお、身分証明書の例示は以下のとおりです。  

＜個人の届出の身分証明書等＞※  氏名、生年月日及び住所を証明する書類   

運転免許証、パスポート、個人番号カードなど  

＜法人の届出の身分証明書等＞※  氏名、生年月日及び住所を証明する書類  

法人の登記事項証明書の「役員に関する事項」に記載のある役員のうち１名の運転免許証、

パスポート、個人番号カードなど  

 

２の方法で申請される場合は、システムで入力した届出書を印刷し、必要な添付書類と合わ

せて環境衛生課（中区富士見町 11-27）の窓口へご提出ください。添付書類については次ペ

ージの＜必要書類一覧表＞をご覧ください。  

⑦内容審査   届出書類の内容を審査します。不備がない場合には、届出を受理し、原則としてシステムに

より届出番号を交付します。  

※  内容審査の結果、不備事項等が確認された場合は、不備事項等の補正をお願いします。  

⑧標識交付   ⑥届出書類の提出（受付）後、標識交付までの標準的な期間は１４日（補正期間を除く）で

す。環境衛生課窓口まで受け取りをお願いします。  

  

【標識の掲示について】（法 13 条、国厚規 11 条、国のガイドライン 2-2(8)）  

 事業の実施を示す標識を届出住宅ごとに、公衆の見やすい場所※に掲げなければなりません。

※共同住宅の場合は、個別の住戸に加え、共用エントランス等見えやすい場所にも簡素な標識

を掲示しましょう。  

 

https://www.mlit.go.jp/kankocho/minpaku/
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項目  説明  

⑨事業開始まで

に必要な措置  

【周辺地域の生活環境への悪影響の防止に関し必要な事項の説明】（法９条、国厚規８条、国の

ガイドライン 2-2(5)） 

 次の事項が記載された書面を届出住宅に備え付けましょう。  

１．騒音の防止のために配慮すべき事項  

大声での会話を控える、深夜に窓を閉める、バルコニー等屋外での宴会を開かない、届

出住宅内は楽器を使用しない等  

２．ごみの処理に関し配慮すべき事項  

市町村で定める分別方法等に沿って、住宅宿泊事業者の指定した方法（届出住宅内の適

切な場所にごみを捨てること等を含む。）により捨てること。  

３．火災の防止のために配慮すべき事項   

ガスコンロの元栓の開閉方法、消火器の使用方法、避難経路、通報措置等  

 

【外国人観光旅客である宿泊客の快適性及び利便性の確保】（法７条、国規２条、国のガイドラ

イン 2-2(3)） 

 外国語を用いて、次の事項についての案内（又は情報提供）をしましょう。  

１．届出住宅の設備の使用方法  

２．移動のための交通手段（最寄の駅等の利便施設への経路と利用可能な交通機関に関する

情報）  

３．火災、地震その他の災害が発生した場合における通報連絡先（消防署、警察署、医療機

関、住宅宿泊管理業者）  

 

⑩事業開始後に

必要な措置  

【定期報告】（法 14 条、国厚規 12 条、国のガイドライン 2-2(9)） 

毎年 2 月、４月、６月、８月、10 月、12 月の 15 日までに、届出住宅ごとに次の事項に

ついて、その前２か月間の状況を報告してください。報告は原則として、民泊制度運営システ

ムにより行ってください。  

・人を宿泊させた日数  ・宿泊者数  ・延べ宿泊者数  ・国籍別の宿泊者数の内訳  

※  賃貸中、休業中等の理由で日数が 0 日であっても定期報告を行う必要があります。  

 

【宿泊者名簿の作成・保存】（法８条、国厚規７条、国のガイドライン 2-2(4)）  

対面または、対面と同等の手段として以下のいずれも満たすＩＣＴを活用した方法により、

本人確認を行ってください。  

A 宿泊者の顔及び旅券が画像により鮮明に確認できること。  

Ｂ  当該画像が住宅宿泊事業者や住宅宿泊管理業者の営業所等、届出住宅内又は届出住宅の  

近傍から発信されいることが確認できること。  

 

届出住宅または事業者の営業所等に宿泊者名簿を備え、宿泊者全員の氏名、住所、職業、宿

泊日（外国人は国籍、旅券番号）を正確に記載し、３年間保存してください。   

 

法：住宅宿泊事業法  

国厚規：国土交通省令・厚生労働省令住宅宿泊事業法施行規則  

国規：国土交通省関係住宅宿泊事業法施行規則  

厚規：厚生労働省関係住宅宿泊事業法施行規則  

国のガイドライン：住宅宿泊事業法施行要領  

告示：平成 29年国土交通省告示第 1109号  
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＜必要書類一覧＞ 

 必  要  書  類  

□  １  住宅宿泊事業届出書  

□  ２  欠格事由に該当しないことの誓約書  

□  

３  （届出者が法人の場合）  

・定款または寄附行為の写し  

・法人の登記事項証明書の写し  

・役員が、破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者に該当しない旨の市町村長の証明書  

（身分証明書）※１※２（写しでも可）  

□  

４  （届出者が個人の場合）  

破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者に該当しない旨の市町村長の証明書  

（身分証明書）※１※２（写しでも可）  

□  
５  （届出者が未成年の個人であって、法定代理人が法人である場合）  

法定代理人の登記事項証明書※１（写しでも可）  

□  ６  届出住宅の図面※３  

□  ７  届出住宅（建物）の登記事項証明書※１（写しでも可）  

□  
８  （届出住宅が、入居者募集中の家屋である場合）  

入居者募集中であることを証する書類  

□  

９  （届出住宅が、随時その所有者、賃貸人または転貸人の居住の用に供されている家屋である場合）  

届出住宅周辺の店でのレシートなど、随時使用を証する書類  

（例）  届出住宅周辺における商店で日用品を購入したレシート、届出住宅と自宅の間の公共交通  

機関（往復）の領収書の写し、高速道路の領収書の写し等  

□  
1０  （届出者が賃借人または転借人の場合）  

賃貸人及び転貸人が住宅宿泊事業のための転貸を承諾したことを証する書類  

□  

1１  （分譲マンションなど、住宅がある所有者が 2 以上の区分所有者が存する建物で、人の居住の用に

供する専有部分のあるもの）  

・事業が禁止されていないことを明記したマンション管理規約の写し  

・または、事業を禁止する意思がないことを管理組合に確認した旨を証する書類  

□  
1２  （住宅宿泊管理業を委託する場合）  

管理業者が委託者に交付した書面の写し  

□  1３  消防法令適合通知書（消防署で交付）および交付申請書の写し   

□  

1４  ・住宅宿泊事業法第６条に基づく宿泊者の安全の確保を図るために必要な措置  説明書  

・チェック表ＡまたはＢ  

・詳細チェック表ＡまたはＢ（必要な場合のみ）➡  各区役所建築課にご相談ください。  

□  1５  住宅宿泊事業からの暴力団排除事項に係る照会様式  

 

※１  官公署が証明する書類は、発行日から 3 ヶ月以内のものをご提出ください。  

※２  本籍が広島市にある方の身分証明書は、各区役所市民課、出張所、連絡所、市役所サービス・コーナ  

ーで請求ができます。なお、本籍が広島市以外の方については、本籍地の市町村へお問合せください。  

   ※３  次の事項を明示したものが必要です。  

    ・台所、浴室、便所、洗面設備の位置  

    ・住宅の間取り及び出入口  

    ・各階の別  

    ・居室、宿泊室及び宿泊者の使用に供する部分の床面積  

種  類  説  明  算出方法  

居室  宿泊者が占有する部分（押入れ・床の間は含めない）  内法（内寸） 

宿泊室  宿泊者が就寝するために使用する部屋（押入れ・床の間は含めない） 壁芯  

宿泊者の使用  

に供する部分  

宿泊者が使用する部分で、宿泊室以外の部分（押入れ・床の間・廊下

を含む）  
壁芯  

 

    ・定員数（宿泊者 1 人当たり居室の床面積が 3.3 ㎡以上必要となります。）（法５条、厚規１）  

    ・非常用照明器具の設置、避難経路の表示、防火の区画等、安全確保措置の内容について  

・家主居住型の場合は、家主が使用する部分  


